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程 を 導 入 し た 大 学 は、2010年 １ 月 現 在 で
80.5 ％である。ドイツでは高等教育大綱法
（Hochschulrahmengesetz） に よ り、 大 学 は「 総



















が95.2 ％、「 経 済 学 」（Wirtschaftswissenschaften）





































































⥲ྜ኱Ꮫ 3,284 3,117㸦94.9㸣㸧 121㸦3.7㸣㸧 46㸦1.4㸣㸧
ⱁ⾡࣭㡢ᴦ኱Ꮫ 176 46㸦26.1㸣㸧 0㸦0.0㸣㸧 130㸦73.9㸣㸧
ᑓ㛛༢⛉኱Ꮫ 2,246 1,022㸦45.5㸣㸧 1,020㸦45.4㸣㸧 204㸦9.1㸣㸧






⥲ྜ኱Ꮫ 3,375 276㸦8.2㸣㸧 182㸦5.4㸣㸧 2,917㸦86.4㸣㸧
ⱁ⾡࣭㡢ᴦ኱Ꮫ 184 11㸦6.0㸣㸧 3㸦1.6㸣㸧 170㸦92.4㸣㸧






1999㸭2000 1,770,489 4,122 2,580 6,702 0.4 
2000㸭2001 1,798,863 12,409 6,536 18,945 1.1 
2001㸭2002 1,868,229 27,008 11,935 38,943 2.1 
2002㸭2003 1,938,811 48,338 18,623 66,961 3.5 
2003㸭2004 2,019,465 79,985 27,764 107,749 5.3 
2004㸭2005 1,963,108 118,841 35,687 154,528 7.9 
2005㸭2006 1,985,765 202,802 46,233 249,035 12.5 
2006㸭2007 1,979,043 329,808 55,659 385,467 19.5 
2007㸭2008 1,941,405 529,980 70,599 600,579 30.9 
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EPA に基づく介護福祉士候補者受け入れの現
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１．研究目的
　高齢化が急速に進むわが国は2006年にフィリピ
ンおよびインドネシアと経済連携協定（EPA）が
締結し、2008年から看護師・介護福祉士候補者の
受入れを始めた。この協定の目的は、外国人によっ
て日本の介護・看護人材の不足を補うことではな
く人材交流の一環であるとされている。本研究は
EPAに基づく候補者受入れの制度上の目的と候補
者が来日した目的との間のかい離を中心に現状を
整理し、EPAに基づく受入れが本来の目的を達成
する上での課題について考察する。そして送り出
し国・受入れ国双方の高齢者介護の質の向上に資
することを目的とする。 　
２．研究の視点および方法
　本研究では、実際にEPAに基づいて看護師およ
び介護福祉士候補者を受入れた施設の担当者に聞
き取り調査を行うことで、候補者が来日した理由
と施設が受入れた理由を明らかにすることを目的
とした。なお、看護師候補者については、２回看
護師国家試験を受験し、２回目の試験で両名とも
試験に合格し、日本の看護師の資格を有してい
る。本調査は聞き取り調査である。調査対象者は、
EPAに基づいて来日したインドネシア人看護師候
補者とフィリピン人介護福祉士を受入れた就労先
施設の受入れ担当者である。実施期間は2010年２
月から３月である。時間は１施設あたり約１時間
の面接調査である。形式は調査対象者２人もしく
は１人に対して調査員１人もしくは２人が対面し
て座る形式である。候補者に対する調査項目は、
①調査対象者が候補者に関して担当している業務
の内容、②受入れ施設の基本情報（施設の種類、
施設が特化している分野等）③候補者の基本属性
（年齢、学歴、現場経験の有無）、④施設が候補者
